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定例会報告
　私はコロナ禍により県税収入は落ち込むのでは
ないかと考えていましたが、県税収入は企業の業
績回復などで法人2税と地方消費税が伸び、155億
円（13.6％）増となる過去最高の1,298億円と見込
んで予算編成されています。ちなみに、別府市に
おいても市税収入は7.3％増とする予算編成となっ
ています。
　この県税収入の
増加に関し、予算
特別委員会で和田
雅春・総務部長に
質問すると、「県内
では、ホテル・旅
館・飲食等の観光
飲食業は厳しい状況である。他方、法人関係税収
の多くを占める製造業や金融関係はコロナ禍前と変
わらない業績、IT関係に至ってはコロナ禍前より
も業績を伸ばしていることもあり法人関係税収を押
し上げている。その結果、県税収入全体として過去
最高の見込みとなっている。」との答弁でした。
　他県の状況を調べると、例えば秋田県の前年度
比14.8％増のように、大分県と同様に多くの県で、
「製造業などを中心に企業業績が伸びている」「コ
ロナ禍前の水準に回復する」として、県税の収入
増となっているようです。
　しかし新潟県では、県税収入増であるものの「半
導体の供給不足、原材料や原油価格の高騰による下
振れリスクに注意が必要で、最終的にどうなるかは
精査が必要だ」とも説明しています。大分県でもこ
れからの推移を注視していく必要があります。

　2月24日㈭から始まったロシアによるウクライナ
侵攻は断じて容認できません。3月7日㈪、県議会に
おいても、この暴挙に対して抗議する決議が全会一
致で採択されました。
　私もロシア軍の即時撤退と、国際社会によるウク
ライナへの人道支援を強く求めます。

別府地区平和運動センターと立
憲民主党別府市支部で取り組ん
でいる「戦争をさせない別府地
区委員会」でも、街頭で訴えま
した。大分合同新聞や今日新聞
に掲載されました。
（3/4別府駅前にて）
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大幅な増となった県税収入に驚きました 　分野別に特徴的な新規事業を紹介します。
　なお、赤字は社会経済の再活性化や大分県版地方創生
を進める予算特別枠「ポストコロナおおいた挑戦枠事業」
（109事業・23億5,100万円）。緑字は県下6カ所ある振興局
枠「地域課題対応枠事業」（8つの新規事業を含め19事業・
7,085万円）です。地域課題対応枠事業は3年を目安とし
て事業展開されます。　（　）は予算額

【福祉】
　大きな社会問題となっているヤングケアラーなど支援
を必要とする子どもや児童虐待のおそれのある家庭を早
期に発見し、適切な支援に繋げるため、見守り・相談体
制の構築のほか周知・啓発等に取り組むヤングケアラー
等支援体制強化事業（1,840万円）を予算化。
　昨年10月に県内の小5～高3までの全児童生徒の約8万人
にアンケート調査したところ、2,315名が「世話をしてい
る家族がいる」と答え、うち724名が「世話をしているた
めに勉強や自分の時間が取れない」と答えています。
　オンライン診療推進事業（1,230万円）は、地域の実
情に応じたオンライン診療を
推進するため、オンライン診
療対応医療機関を見える化
し、在宅医療現場での実装を
進め、国東市国見町と竹田市
久住町で実証を行います。

【教育・人材育成】
　継続事業の支援学校施設整備事業（11億4,048万円）
では、第三次大分県特別支援教育推進計画に基づいて施
設整備が進められていますが、この中に別府地区の特別
支援学校の改修基本設計に関わる予算がさっそく計上さ
れました。
　工業系高校において地域とつむぐ技術人材育成事業
（3,008万円）、商業系高校において大分の未来を担うビ
ジネスリーダー養成事業（1,594万円）、福祉系高校に
おいて地域を支える福祉人材育成事業（222万円）など、
それぞれの高校の特色に応じた人材育成事業が予算化さ
れています。

【感染対策】
　感染症発生時等の感染対応力を強化するため、感染対
応力強化推進事業（670万円）では、医療機関や施設職
員等に対する研修を実施するとともに、感染管理認定看
護師（大分県には現在35名）の資格取得を支援します。

2022年度の
新規事業を紹介

【防災】
　1月22日㈯未明の日向灘地震では、お怪我や被害は
なかったでしょうか？おおいた防災・減災対策推進事
業（1億5,000万円）は、災害に強い人づくり・地域
づくりを推進するため、市町村などが設置する避難所
の環境改善や地域の防災活動等へ助成します。
　災害危険度の把握が可能なプラットフォーム
「EDiSON（エジソン）」の試行活用や検証等を行う
先端技術を活用した企業防災力向上事業（1,050万
円）は、県内企業の防災力向上を目的に、AIが災害
を予知する仕組みを作ります。
　田んぼダム流域実証事業（1,000万円）は、流域治
水プロジェクトに取り組む地域で、大雨時に水田に水

を貯める「田ん
ぼダム」の洪水
調節機能の実証
を行います。宮
城県の実証実験
では、大雨時に

ピーク流量（最大排水量）を60％～ 70％抑制できた
そうです。

【DX（デジタルトランスフォーメーション）】
　進化したIT技術を浸透させることで、生活をより
良いものへと変革させるDXの分野では、おおいたDX
共創促進事業（1億3,351万円）を予算化。民間事業
者等のDXを推進。DXに取り組む事業者と支援する企
業を繋ぐパートナーシップの形成やモデル事例の創出
に向けた伴走支援等を進めます。
　建設産業においても生産性向上を図るため、ICT
（情報通信技術）施工に取り組む建設業者に対し支援
するほか、県発注工事においてカメラ映像を利用した
遠隔臨場等に取り組む建設産業DX推進事業（2,679
万円）を進めます。

【文化・地域活性】
　中国温州市・済南市、韓国慶州市と連携し、文化を
通じた交流による東アジアの新たな未来を切り拓く東
アジア文化都市2022大分県開催事業（3億5,176万円）
を開催し、多様な芸術文化イベントを実施・発信する
ほか、芸術文化団体による都市間交流等を行います。
　2023年10月に日田市で開催予定のツール・ド・九州
2023の大分ステージの準備を進めるツール・ド・九州
推進事業（3,205万円）は、サイクルスポーツの普及
拡大とサイクルツーリズムを通じた地域活性化を図り
ます。
　大分の食文化を持続可能性の視点で再評価するサス
テナブル・ガストロノミー（持続可能な食文化）促進
事業（545万円）【中部振興局】は、観光資源として
も活かせそうです。

【観光】
　2月補正として可決された「新たなGoToトラベル」
事業を進める他、宿泊事業者の経営力向上や課題解決
を促進するため、デジタルデータの活用によるマーケ
ティング支援等を進める宿泊事業者デジタル活用促進
事業（1,378万円）に取り組みます。
　また、観光農業連携地域活性化事業（490万円）【豊
肥振興局】、人気の高い自然体験型の観光コンテンツ
を進める個人客向け体験型滞在観光促進事業（544万
円）【西部振興局】を展開します。

【生活環境・交通】
　空き家対策促進事業（9,260万円）は、空き家の適
切な管理と利活用を促進するため、所有者や利活用者
に応じた総合的な対策を実施します。県の調査では県
内に約48,700戸の空き家があるとのことです。空き家
率は8.6％で全国17位となっています。
　2023年度中のホーバー就航に向けた大分空港を起点
としたMaaS実証事業（1,000万円）は、一つのアプ
リ上で多様な交通手段が検索・予約・決算できる仕組
みMaaS（マース）アプリを利用する取り組みです。

【移住・雇用創出】
　大分県には5年連続で1,000名以上の方が移住されて
います。県が市町村を通して行う移住者への居住支援
事業に引き続き取り組むとともに、姫島ITアイランド
を活用したワーケーション促進事業（499万円）【東
部振興局】、県北地域外国人労働者就業環境等整備促
進事業（500万円）【北部振興局】なども行います。

【農林水産】
　大分県の顔となる園芸品目
の育成を図るためおおいた園
芸産地づくり支援事業（20
億6,676万円）は、「生産拡
大計画」を進め、まだ県内に
はない100億円規模の園芸の
創出を目指すとのことです。
　新規就農者経営発展支援
事業（2億7,375万円）は、
新規就農者や5年以内に経営
を継承する親元就農者の早
期の経営確立を図るために、
機械・施設の導入等を支援
します。
　谷ごと栗団地育成産地強化対策事業（175万円）【豊
肥振興局】、庄内梨魅力アップ事業（243万円）【中部
振興局】、佐伯地区シングルシードカキ養殖業育成支
援事業（510万円）【南部振興局】など各振興局でも、
地域の特性に応じた事業に取り組みます。


